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 電子入札について
 電子入札システムによる手続開始後に、
紙入札方式への途中変更は原則として行わ
ないものとするが、入札参加者側にやむを
得ない事情が生じた場合は承諾を得て紙入
札方式に変更することができる。
 電子入札システムに障害等やむを得ない
事情が生じた場合には、紙入札方式に変更
する場合がある。
 電子入札システムに係る運用について
は、農林水産省電子入札運用基準標準例（建
設工事及び測量・建設コンサルタント等業
務）（東北農政局ホームページ：
http://www.maff.go.jp/tohoku/sinsei/
nyusatu/densi.html）によるものとする。

 施工体制確認のヒアリングの実施及び追加
資料の提出 施工体制確認のためのヒアリン
グを実施するとともに、その際、追加資料の
提出を求めることがある。追加資料の提出を
行わない場合、ヒアリングに応じない場合、
追加資料の記載内容が適正でない場合は、入
札を無効とすることがある。
 詳細は、入札説明書による。
６ Summary (NO. 1)
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Takeshi Kiuchi, Director
General of Tohoku Regional Agricultural
Administration Office
 Classification of the services to be pro‑
cured : 41
 Subject matter of the contract : Construc‑
tion works of Toyosawa Dam water intake
equipment construction and setting, Toyo‑
sawagawa agricultural irrigation project

 Time limit for the submission of applica‑
tion forms and relevant documents for the
qualification : 11 : 30 A.M., 8 March 2018
 Time limit for the submission of tenders
by electronic bidding system : 9 : 30 A.M.,
16 April, 2018, in case of submission by do‑
cument : 9 : 30 A.M., 16 April, 2018, in case
of submission by mail : 4 : 00 P.M., 13 April,
2018
 Contact point for tender documentation :
Toshiyuki Obara Contract Section, Ac‑
counting Division, Administration Depart‑
ment, Tohoku Regional Agricultural Ad‑
ministration Office, 331 Honcho Aoba‑
ku Sendai city Miyagi Prefecture 980
0014, Japan. TEL 0222631111 ex. 4032

〇第２号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 国営施設応急対策事業 名取川地
区名取川頭首工ゲート設備改修工事
 工事場所 宮城県仙台市太白区山田及び名
取市高舘熊野堂地内。
 工事内容 水門扉工 １式
洪水吐ゲート（部分更新）３門、土砂吐ゲー
ト（部分更新）１門、左岸取水工ゲート（部
分更新）１門、管理設備 １式、電気設備
１式、計測設備 １式。
 工期 平成33年９月30日まで。
 使用する主要な資機材 鋼材180ｔ、塗料
7200。
～ 第１号に同じ。
２ 競争参加資格
の～及び～ 第１号に同じ。
 次に掲げる施工実績を有すること。
ア 第１号に同じ。
イ 同種工事とは、水門扉等工事（河川用
水門扉工事に限る。）とする。
ただし、当該実績が各地方農政局の発
注した工事に係る実績である場合にあっ
ては、評定点合計が入札説明書に示す点
数未満のものを除く。

３ 総合評価落札方式に関する事項 第１号に同
じ。
４ 入札手続等
～ 第１号に同じ。
 入札書の受領期限、場所及び提出方法 入
札書は、電子入札システムにより提出するこ
と。ただし、承諾を得た場合は紙入札方式に
より持参又は郵送（書留郵便に限る。）するこ
と。
ア 電子入札システムによる入札の締め切り
平成30年４月16日午前10時30分
イ 紙入札方式により持参する入札の受領期
限及び提出先 受領期限は上記４ア、提
出先は上記４に同じとする。
ウ 郵送による入札の受領期限及び提出先
第１号に同じ。

 開札の日時及び場所
 日時 平成30年４月16日午前11時30分
 場所 第１号に同じ。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
 提出方法 第１号に同じ。
 提出期間
ア 持参の場合 平成30年３月30日から平
成30年４月16日（行政機関の休日を除
く。）の午前９時から午後５時までとす
る。ただし、最終日については午前10時
30分までとする。
イ 郵送又は託送の場合 第１号に同じ。
 提出場所 第１号に同じ。

５ その他 第１号に同じ。
６ Summary (NO. 2)

,,, and The same with notice

above (NO. 1)

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion works of Natorigawa head works gate

equipment construction and setting, Na‑

torigawa agricultural irrigation project

 Time limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 10 : 30 A.M.,

16 April, 2018, in case of submission by do‑

cument : 10 : 30 A.M., 16 April, 2018, in case

of submission by mail : 4 : 00 P.M., 13 April,

2018

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係る落札及び契約締結は、当該
工事に係る平成30年度予算が成立し、予算の示達
がなされることを条件とするものである。
平成 30 年２月６日
支出負担行為担当官
福島地方環境事務所長 土居健太郎

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 07
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 平成30年度飯舘村汚染廃棄物対策
地域における被災建物等解体撤去等工事
 工事場所 福島県相馬郡飯舘村地内
 工事内容 入札説明書及び仕様書による。
 工期 契約締結日の翌日から平成31年３月
15日まで。
 入札方法 本工事は、施工計画等の技術提
案を受け付け、価格以外の要素と価格を総合
的に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（ＷＴＯ簡易型）の入札
である。

入札金額については、業務に要する一切の
費用を含めた額とする。落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
８％に相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数がある時は、その端数金額
を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の108分の100に相当する
金額を記載した入札書を提出しなければなら
ない。
 総価契約単価合意方式の適用 本工事は、
「総価契約単価合意方式」の対象工事である。
本工事では、契約変更等における協議の円滑
化に資するため、契約締結後に、受発注者間
の協議により総価契約の内訳としての単価等
について合意するものとする。なお、本方式
の実施手続は、「総価契約単価合意方式実施要
領」によるものとする。

２ 競争参加資格
入札参加者は、次に掲げる条件（詳細は入札
説明書による。）を満たしている者により構成さ
れる特定建設工事共同企業体若しくは経常建設
工事共同企業体又は単体有資格業者（経常建設
工事共同企業体を含む。）であること（ただし、
における「Ｂ」等級の場合にあっては、特定
建設工事共同企業体とし、その構成員の組合せ
は、少なくとも２者は「Ｂ」等級の者とするこ
と。）。
なお、特定建設工事共同企業体として競争入
札に参加する場合は、別に公示する特定建設工
事共同企業体の資格決定を受けていること。ま
た、特定建設工事共同企業体の構成員の数は、
３者までとする。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条の規定に
該当しない者であること。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 環境省における平成29・30年度「土木工事」
又は「建築工事」に係る「Ａ」又は「Ｂ」等
級の競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、環境省大
臣官房会計課長が別に定める手続に基づく競
争参加資格の再認定を受けていること。）。
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